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１　はじめに――ネオリベラリズムと小売業

　本書は、イギリスのカルチュラル・スタディ

ーズを牽引するポール・ドゥ・ゲイが、サッチ

ャー政権下において大きく変動した労働アイデ

ンティティのありようを、同時期に生じた小売

業の変容から分析したものである。まず本書を

評する前に、簡単にサッチャー政権と小売業の

関係についてスケッチしておこう。

　よく知られているようにサッチャー政権の眼

目は、経済活動に対する国家の介入の抑制であ

り、企業の自由な活動の拡大であった。サッチ

ャーはそうした新自由主義の教義にしたがって

労働組合の改革、国有企業の民営化、税制改革、

社会保障制度改革などを断行していった。サッ

チャーが政権を担った時期は 1979 年 5 月から

1990 年 11 月の約 11 年。まさしく 1980 年代

はイギリスの人びとにとって「鉄の女」による

構造改革の時代だったわけである。

　ただドゥ・ゲイがいうには、イギリスの人

びとにとって 1980 年代は「改革の時代」であ

ると同時に「小売の時代」でもあった。1980

年代の終わり、イギリスのマスコミは 80 年代

を回顧する記事・番組を制作するなかで、この

10 年間のもっとも重要な社会現象の１つに「小

売革命 retail revolution」を取り上げた。改革の

時代を彩るがごとく、われわれのまわりを大規

模なショッピングモールが取り囲み、新しい日

常文化を形成していった。あるコメンテータは、

小売業こそサッチャーが推し進めた「起業家精

神」の模範である、と述べた。つまり小売業は、

新しいイギリスを象徴する「最先端」のセクタ

ーとしてイメージされたというわけである（du 

Gay 1996: 97）。そこでドゥ・ゲイは問う。な

ぜ小売業が新しいイギリスのイメージの核とし

て位置づけられたのだろうか、と。

　われわれはドゥ・ゲイの分析を具体的に紐解

いていく前に、サッチャー政権から 20 年を隔

てた現代日本社会で推し進められている「構造

改革」もまた、小売業のイメージとともに進行

していることに注意を傾けておこう。

　郵政民営化の賛否をめぐる議論が過熱するな

か、小泉総理は 2004 年 9 月の内閣改造で竹中

平蔵を郵政民営化担当大臣に任命し、彼を通じ
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て将来の郵便局像を積極的に説明する戦略へと

打って出た。地方テレビ 20 局に出演する「テ

レビキャラバン」など、一連のメディアキャン

ペーンをおこなうなかで、竹中大臣は郵政民営

化のメリットの１つに「郵便局のコンビニ化」

を挙げた。

［郵政民営化の］メリットはコンビニ化だ。

全国２万 4000 ある郵便局ネットワークは、

ローソンやセブン－イレブンの店舗数の約

３倍にあたる。ところが、普通のコンビニ

が 2000 ～ 3000 点の商品を扱っているのに

対し、郵便局では郵便、郵貯、簡保という３

つの商品しか売られていない。……民営にな

れば、そうした制約がなくなるから商品の種

類を増やすことができる。当然、既存のコン

ビニとの競争も生じる。それによって、国民

にとっての利便性はずっと向上するはずであ

る。（竹中 2004: 320；括弧内は評者）

　竹中がいうには、これまでの郵便局は限られ

た商品のみを取り扱い営業時間も短かった。だ

がこれからの郵便局は、さまざまな商品・サー

ヴィスを取り扱い営業時間も延ばしていく。過

疎には郵便局があってもコンビニのない場所

が多いので、競争の激しい都会よりも地方の方

が民営化の恩恵がある。つまり日本国中に津々

浦々に張り巡らされた２万４千もの郵便局が、

利便性の高い「コンビニ・チェーン」へと生ま

れ変わるというのだ 1。28 万人を超える公務員

がいなくなり、郵便局は税金も払い国の財政に

も貢献する。国民にとってこれほどメリット尽

くしのことはないと、竹中は国民を説得してい

った。

　ここで注意したいのは、竹中が民間との競争

条件同一化（「イコールフッティング」）と唱え

る際の「民間」が、コンビニをモデルとしてイ

メージされている点である。いわく、コンビニ

は「効率的」であるが、現在の郵便局は「非効

率」である。そこでは顧客が求める多様なサー

ヴィスを提供できておらず、郵便局員もまた公

務員という特権的な地位に安住して、決められ

たサーヴィスを決められた時間内でしか提供で

きていない。これでは 24 時間宅配を受け付け、

ATM でいつでもお金を引き出せるコンビニに

負けて当然だというわけである。

　では新しい郵便局で彼らはいかなる働き方を

せよというのか？　2004 年４月６日付の日本

経済新聞によれば、郵政民営化の中間報告の素

案に、郵便局のフランチャイズチェーン制度の

導入が検討されることになったという。この記

事によれば、民営化後の新会社は郵便局長とフ

ランチャイズ契約を結び、局長はその局の収益

に応じた収入を得る。郵便局の収益は局長の収

入に直結するシステムであるため、運営の効率

化につながる。郵便局長も、リスクと裏返しの

「企業家精神」の見返りとして、収益に応じた

収入が与えられるというわけだ。フランチャイ

ズは、コンビニという効率性の高い業態を生み

出した経営システムであり、これまで型どおり

にしか働かず、顧客のことを考えてこなかった

人びとに「ヤル気」を与えるものとして認知さ

れているのである。

　以上のように、現代日本に渦巻く「構造改革」

の言説には「コンビニ」や「フランチャイズ」

といった小売業のタームが織り込まれている。

どうやら日本においても、サッチャー政権期の

イギリス同様、小売業が新しい日本のイメージ

の核として位置づけられつつあるようだ。だと

すると、「改革の時代」の真っ只中にいるわれ
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われはドゥ・ゲイの書物と同じ問題意識を共有

できそうである。すなわち、いかなるメカニズ

ムで小売業の言語とネオリベラリズムの言説は

連動しているのか、さらに発展させて、その連

動のありようは日本とイギリスのあいだでいか

なる一致と相違があるのか、と。

　本稿は、ドゥ・ゲイの記述にしたがって、な

ぜ新しい小売業の登場がサッチャー政権下にお

いてひとつの象徴的出来事として人びとに受け

止められたかを、イギリス小売業およびそこに

おける労働の変容とともに整理する。そのうえ

でドゥ・ゲイが提供するイギリスの事例と日本

の小売業の展開とを比較し、そこから垣間見え

る現代日本のネオリベラリズムの特質の一断面

を切り取ってみることにしたい。

２　小売業の集中と POS システムの導入

　

　ドゥ・ゲイはまず、1980 年代のイギリス小

売業を描く前提として、第二次世界大戦後、小

売業の大規模化と集中化が急激に進展していっ

たことを指摘する。限られた商品のみを取り扱

う零細小売店は、徐々に多種多様な商品を取り

扱う総合小売店（GMS）やスーパーマーケット

（SM）へと取って代わり、巨大な敷地を有した

ショッピングモールが小売業の中心となった。

1950 年には 58 万店あった小売店も 80 年代

終わりには 33 万店にまで大きく減少した（du 

Gay 1996: 102）。

　こうした小売業の集中は、EDP（electronic 

data processing ＝電子データ処理システム）や

POS システム（point of sales system ＝販売時

点情報管理システム）などといった情報技術の

導入と連動していた。とくに 70 年代から導入

が進んだ POS システムは小売業に大きな影響

を与えた。POS システムとは、商品に貼付され

たバーコードをレジスターのスキャナーで読み

取ることによって、商品の販売情報を記録し、

その結果を在庫管理やマーケティングの材料と

して用いる情報処理システムのことである。

　POS システム導入以前の小売店は、商品の大

量生産・大量流通による「規模のメリット」が

コスト・パフォーマンスを最適化する、フォー

ディズム的生産流通システムに依存していた。

それは、メーカーが少ない品種を大量に見込

み生産し、卸売が販売先に商品を納入するシス

テムであるため、小売店はメーカーと卸売の販

売見込に影響を受けつつ仕入れをおこなってい

た。そして零細小売店主は、流通業者が卸した

商品を、職
アルチザン

人的方法で販売すればよかった。

　しかし POS システムの導入は、これまでの

小売販売の職人的方法を駆逐するとともに、小

売店とメーカーとの関係を大きく変えた。POS

システムは、刻々と変化する販売動向をもとに

商品の陳列替えを頻繁におこなうことで、店舗

在庫を限りなく減らすことを可能とした。それ

だけではない。新しい商品を一部の店舗で実験

的に導入して、その反応を細かくチェックしな

がら生産を増やしていく芸当までおこなえるよ

うになった。小売店は大量生産品を卸す場では

なく、生産に先んじて顧客のニーズを把握する

場と生まれ変わった。いまや生産が小売の場に

依存するようになったのである。

　小売店の大規模化は、情報システムの導入

が進まない零細小売店の凋落とともに拡がった

が、ドゥ・ゲイによれば、それはメーカーに対

する小売業の交渉力をますます高める結果とな

ったと指摘した。想像してほしい。たとえば、

もしセブンイレブンとローソンが結託してある

清涼飲料水を取り扱わなかったならば、その商
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品はまずヒットしないだろう。商品開発から価

格設定にいたるまで、メーカーは小売業の顔色

をうかがうようになったのである。

３　小売空間における労働の変容

　ドゥ・ゲイが論じるには、小売業の巨大化

と集中化は、その空間の変容とそこにたずさ

わる労働者の質的変化をもたらした。小売業は

労働集約型の産業である。経費の大半を占め

ていた賃金コストを改善するため、1960 年代

から採用された方法がセルフサーヴィス形態で

あった。セルフサーヴィスが可能になったの

は、在庫・売上・顧客情報の管理と店舗営業

が、EDP や POS システムによって切り分ける

ことができたようになったからである。店舗

営業にかんする労働は商品補充とレジ打ちに限

定できるようになった。そして商品補充とレジ

打ちという単純作業の担い手は、女性と若年

層のパートタイマーが主に請け負うことにな

った。1961 年には 28% であった小売業のパー

トタイマー比率は 1984 年には 54% まで上昇

したという。ただその一方で離職率は高まり、

たとえばアメリカのデパートの年間離職率は、

50 年代に 36-41%、60 年代に 41-45%、70 年

代に 47-51% と漸増していった（du Gay 1996: 

109）。労賃コストは減少したものの、小売労

働現場におけるテイラー化が従業員の企業への

帰属意識を押し下げていったのである。

　こうした小売労働現場のテイラー化は、し

かし、サッチャー政権期に大きく転換する。

1970 年代終わりに生じたインフレーションは

小売業を安売り競争へと走らせたが、インフレ

ーションが沈静化したのちに、小売業は新しい

富裕層という顧客を “発見” する。新しい富裕

層とは、サッチャーの一連の改革によって産ま

れた可処分所得の高い人びとを指したが、彼ら

はそれまでの小売業の画一的なマーケットでは

なく、より専門化された消費を好むとされた。

小売業者は、新しい富裕層にたいして値段の高

い商品を口説いて買わせるという競争にのめり

こんでいった。小売業は、画一的なサーヴィス

で多くのモノを売っていた時代から、顧客の望

むものを想像し提供する時代へと移行したとい

うわけである（du Gay 1996: 110-113）。ドゥ・

ゲイが論じるには、この移行は顧客層がじっさ

いに変化したという側面だけでなく、サッチャ

ー政権下に世間の耳目をさらった「エクセレン

ス」経営思想を小売業が積極的に取り込むなか

から生じたのだと指摘する。

４　企業組織を救う企業家精神

　1982 年、経営コンサルタントのＴ・ピータ

ーズとＲ・Ｈ・ウォータマンによって『エク

セレント・カンパニー In Search of Excellence』

なる書物が出版され、欧米でベストセラーと

なった（Peters & Waterman 1982 ＝ 1983）2。

この書物は 62 社のサンプルから、長期にわた

る成長と長期的資産形成の実績、富の創造、収

益率の諸尺度、革新性という基準から超優良企

業 excellent company を抜き出し、そうした企

業をもっともよく特徴づける基本的特性を８つ

に整理した 3。

　ドゥ･ゲイは、『エクセレント・カンパニー』

を嚆矢とした一連の経営言説を「エクセレンス

言説」と命名し、これらの経営言説が、企業と

従業員の関係性をこぞって問題にしたことを指

摘した（du Gay 1996: 56）。エクセレンス言説

によれば、それ以前の企業経営は官僚制的であ
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り温
パターナリズム

情主義に満ちていた。企業組織も国家も、

個々人を過保護に扱ったがゆえに、人びとの能

力をスポイルしてしまったというのだ。

　エクセレンス言説は、状況を打開するエージ

ェントとしてアントレプレナーを措いた。ここ

でいうアントレプレナーとは、単なる起業家で

はなく、企業の規律・協同・チームワークを活

性化する個人の創造性を意味した 4。個人の創

造性とは、企業内部であるけれども、独立の気

概でもって事業をマネジメントする感覚、すな

わち「オーナシップ」の感覚を持つことであっ

た。従業員一人ひとりがオーナであるような組

織こそ、エクセレントな企業であるとのキャン

ペーンがおこなわれたのである。

　エクセレンス言説によれば、従業員一人ひと

りがオーナ感覚を持つためには、企業文化が必

要だという。文化は、組織成員の考え方、感じ方、

ふるまいを構造化する。そして企業文化の目的

とは、組織の成功が個々人の進取の気性と一致

するような意味の体系、すなわち合理性 5 を作

り出すことである。エクセレントな企業である

ならば、個々人の自己実現が組織目標と首尾よ

く連動する文化を持っているというわけだ。

　こうした特徴を持つエクセレンス言説は、ド

ゥ・ゲイによれば、それ以前の経営思想、たと

えばＧ・Ｅ・メイヨーらの人間関係論（Mayor 

1933 ＝ 1967）とは、労働者に対する見方に

おいて大きくことなっているという。

「人間関係論」の伝統においては、労働者は

まず何よりも、職場の人間関係のなかに「所

属」したいという欲求をかかえた社会的な
0 0 0 0

生

き物 social creature として捉えられている。

しかし（それにたいして、近年の）「アント

レプレナー秩序」においては、労働者は個
0

人
0

individual と見なされ、仕事に意味
0 0

をもと

め、仕事を通じて自己充足を達成するべく模

索している存在として表象される。（du Gay 

1996: 60; 強調は du Gay）

　エクセレンス言説は、チャレンジ精神に満ち

あふれた超
エクセレント・カンパニー

優良企業となるには「労働者の個

人化」が必要不可欠であると説いた。「労働者

の個人化」という主張の裏には、生産と消費の

あいだの境界を疑問に付す考えがあった。それ

までの労働とは搾取された世界であり、その反

対に、消費は労働から解放される「快楽」であ

り「遊び」であった。だがエクセレンス言説に

よれば、いまや労働は意味に満ち溢れており、

自己充足の達成の手段である。そうした労働を

供給することこそが新しい経営者の義務なので

ある。「生産性に対して主要な意味を持つのは

労働条件それ自体ではなく、労働者に対する経

営者の配慮」であり「経営とは、数限りない「ホ

ーソーン効果を際限なく持続させること」に帰

着する」のである（Peters & Waterman 1982

＝ 1983: 33-4）。エクセレンス言説は、企業組

織での日々を快楽に満ちた消費文化の言語を通

じて、再定義したのである。

５　小売空間における労働の変容

　

　エクセレンス言説が何よりも小売業に影響を

与えたのは、労働と消費のあいだの境界を掘り

崩す考え方であり、それをもとにして、小売空

間とそこにたずさわる従業員のふるまいが再編

成されることになった。

　ショッピングモールという場において目指さ

れたのは、消費者がリラックスできる空間であ

り、レジャーの経験と同一視できるような空間
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であった。ショッピングモールが日用品を買う

場となってしまっては、新たな需要を掘り起こ

すことはできない。消費の場に必要なのは、飾

られている商品やサーヴィスに、望みやファン

タジーというデコレーションを添えることであ

る。そこで想定される消費者とは、個人化され

た選択を通じて、自分らしいライフスタイルを

作り上げ、自分自身の価値を最大化する人であ

る。消費をルーチンとしてとらえる人は、労働

においても冒
エンタープライジング・セルフ

険心に満ちた自己でいることがで

きないのだ。

　だからショッピングモールでは、消費者がル

ーチンと考えず自己実現の場として解釈できる

よう、ここちよく消費者を「説得（win over）」

する場とならなければならない。そこで必要と

されるのが、夢を語ることのできる販売員の存

在である。小売の最前線に従事する者は、その

労働実態が以前に比べて単純なものであるにも

かかわらず、商品に最大限の付加価値を付ける

べく、望みやファンタジーというデコレーショ

ンを添えるという顧客への配慮（＝「感情労働」）

に駆り立てられる。イギリスの小売チェーンの

経営者はディズニーランドに視察に行き、われ

われのショッピングモールもディズニーのよ

うな場にする必要があると説き、ディズニー

式人材教育システムを開発した（du Gay 1996: 

120-121）。労働において自己実現をはかる働

き方は、まず小売業で実践される必要があった。

というのも、消費実践を通して、われわれは冒

険心に満ちた自己となりうると位置づけられた

からである。こうして労働（消費）の新たな合

理性が、小売の場を通じて新たに打ち立てられ

たのである。

　ここで重要なのは、小売従業員のふるまいが

消費という審級によって合理化されることで、

「労働者／経営者」という敵対性が揺らいだこ

とである。従業員のアイデンティティが、自分

を他者と区別しようとする誇示的消費の感性で

もって形作られているのならば、従業員同士の

それまでの共同性は崩れざるを得ないだろう。

　では小売従業員はなんの敵対性をも生み出さ

ないのか。否、とドゥ・ゲイはいう。現在の小

売従業員は、もはや「労働者」というアプリオ

リに設定された共同性を有してはいないけれど

も、小売の場で生じるアドホックな「戦い」を

通じて、労働の場におけるアイデンティティが

獲得される、と彼は主張する。

　どういうことか？　ドゥ・ゲイの分析を具体

的にひとつ挙げておこう。たとえばＢ社におけ

る販売員と経営者とのあいだの軋轢は、販売員

の制服の着用がきっかけであった。Ｂ社の従業

員は、個人性や自己表現への欲求が、制服の着

用をとおして否定されたと感じた。この感情は、

管理職やテナントの販売員が自分の選んだ服を

着用することでもって増幅した。本社スタッフ

は、制服着用を通じてＢ社の企業文化を仕事場

に浸透させ、消費者に対するイメージを売り込

む目算だった。しかし、自律性や自己実現にた

いする販売員の理解は、本社スタッフとのあい

だで相当に食い違っており、それが販売員の反

発となって表出したのである。

　この両者のあいだの食い違いは「Promise」

と名づけられたＢ社の「新・お客様配慮宣言 a 

new customer care initiative」の開始で決定的と

なった。この制度は、もしお客が何がしかの理

由で購入商品に不満を抱いた場合、レシートが

あろうとなかろうと、商品の返却と代金返却／

代替商品の交換のうえ、会社の代表からの謝罪

を受け取ることができるというものだった。こ

の宣言は、完璧なカスタマーサーヴィス（Total 
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Satisfaction Guaranteed）を消費者に約束すると

いう意味で「Promise」と名づけられた。

　だが「Promise」の導入は、販売員から徹底

的に反感を食らうことになった。たいていの販

売員が考えたのは、消費者がウソの申告をする

ことによって、会社の資産が合法的に巻き上げ

られることである。顧客から合法的にカネを巻

き上げられることがわかっていながら、消費者

に「Promise」の制度を提供することは、消費

者の欲望の「奴隷」へと成り下がることと同じ

である。それは販売員にとって許せないことで

あった。消費者にカネを巻き上げられてまでへ

つらうことは、自分たちの消費者アイデンティ

ティを危機に晒すことになる。販売員たちは、

「Promise」への強い反感でもって、自分たちの

店舗にたいする「オーナシップ（所有意識）」

を露わにするとともに、販売員と消費者との関

係を「友－敵関係」（Ｃ・シュミット）として

定義づけた。以上のように販売員のアイデンテ

ィティはあらかじめ決定されているわけではな

く、その都度、他の主体との敵対性をはらみつ

つ構築されるのである。

６　ドゥ・ゲイの論法の問題点

　ここまでは、本書が翻訳されていないことも

配慮して、ドゥ・ゲイの記述になるだけ寄り添

いつつ、イギリス小売業の歴史的展開とそこで

の労働アイデンティティの変化を整理してき

た。彼の分析をいったんまとめるならば、次の

ようになるだろう。現代の企業統治とは、組織

に従事する人間を個人化し、自己実現を求めて

いる。企業組織も、個々の従業者の目標を全体

の目標へとつなげていく文化を用意しなければ

ならない。企業文化を作り出すにあたって求め

られるのは、進
アントレプレナーシップ

取の気性であり、「オーナーシ

ップ」の感覚である。こうした感覚を最先端か

つ日常的に熟成していった場が 1980 年代以降

の小売業であった。POS システムの導入などに

ともなう、イギリスの小売業の大規模化と資本

の集中が、エクセレント言説と節合したことで、

労働と消費の境界がなし崩しとなっていき、「個

人化された労働」が小売空間から他の社会空間

まで拡がった。だからこそ一連の「小売改革」は、

国有企業の民営化などといったサッチャーの構

造改革と重なり合うかたちで、人びとの記憶に

刻み込まれたわけである。

　評者は、以上のドゥ・ゲイの問題意識とその

分析におおむね同意するものである。だが不満

があるのは、ドゥ・ゲイが小売の場と労働アイ

デンティティの変容の説明を、小売資本の集中

化、新しい経営思想、もしくは POS システム

の発展という要因に還元している点である。た

しかに彼は、一連の新しいテクノロジーが、新

たな労働アイデンティティをいかに構成してい

ったかを、魅力ある議論でもって展開している。

そして、そのテクノロジーの発動の真っ只中で、

ストアマネージャーや従業員がいかに蠢いてい

ったかについても注意深く記述している。しか

しながら、彼の拠って立つ議論が小売業界関係

者へのインタビューに偏りすぎているため、シ

ョッピングモールなる存在がイギリス社会に埋

め込まれた文脈の説明が薄くなっているし、そ

の場の形成にあたって、それ以前の小売業者、

地域、行政、消費者とのあいだでいかなる調整

がおこなわれたのかという記述も欠けている。

となると、一連のテクノロジー（小売資本の集

中化、新しい経営思想、POS システムなどのテ

クノロジーなどといったネオリベラリズムを構

成するテクノロジー）が小売の場を全面的に変
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容させ、それによってネオリベラリズムと適合

的な労働アイデンティティを形成したのだとい

う、循環的な議論に陥っていると理解されても

致し方ない。

　おそらく必要な構えは、以前の労働者のアイ

デンティティや小売空間の編成が、POS システ

ムなどのテクノロジーの導入や小売資本の集中

と、どのように節合し、展開していったのかと

いう問題の立て方なのではないか。とくにこの

問題設定は、日本の小売業の文脈を考察する際

に、重要な視点となってくる。

７　日本におけるフランチャイズの展開

　ここで評者が念頭に置いているのは、冒頭に

掲げたフランチャイズシステムの、日本におけ

る展開である。日本におけるフランチャイズチ

ェーンの嚆矢はコンビニエンスストア業界であ

ったが、この業界がまず目を付けたのが酒販小

売店・たばこ屋といった規制の存在した小売業

であった。それは、規制商品の販売によって「長

時間営業」が活かせること、もとから商店街な

ど立地のよい土地を持っていること、地域小売

店からの業態変化ゆえ出店による地域的摩擦を

抑えることができることなどのメリットゆえで

あった。これまでの零細小売店は、市場全体の

商品動向を把握しづらく、人気商品の安定仕入

れも困難であるため、消費者のニーズに応えに

くかった。しかし、フランチャイズチェーンに

加入するならば、最先端の POS システムによ

ってきめ細かく販売情報を把握・分析し、売上

を伸ばすことができる、と喧伝されたのである

（セブン－イレブン・ジャパン編 1991）（日本

労働研究機構編 1995）。

　フランチャイズ本部の論理は、零細小売店に

とっても悪い話でなかった。フランチャイズ本

部は、フランチャイザー（本部）とフランチャ

イジー（販売店）が経営上独立の立場であるこ

とを述べ、零細小売店主の独立自営意識をくす

ぐった。フランチャイズ本部が、「夫婦での経

営参加」を義務づけたことも、たいていの零細

小売店主にとって不都合はなかったし、年中無

休 24 時間営業の長期間にわたる契約条件も、

彼らがもとからフレキシブルな働き方をしてい

たことからそれほど問題視されなかった 6。つ

まり零細小売業主の働き方と、コンビニエンス

ストアのフレキシブルな労働が、フランチャイ

ズ契約というかたちで見事に融合したわけであ

る。このように POS システムなどのテクノロ

ジーは、それ独立で小売の場に決定的な影響を

与えたというよりは、それ以前の小売業の働き

方や規制と接合しつつ、その影響力が発動した

のである。

　それにしても、なぜ日本の小売業はこれほ

どまでに急激にフランチャイズ化が進展したの

か？　それは、日本では、零細小売業にたいす

る保護が手厚く、大規模な小売資本が思うよう

に出店できずにいたからである。たとえばセブ

ン－イレブンがイトーヨーカドー資本、ローソ

ンがダイエー資本から設立されたことはよく知

られているが、これは 1970 年ごろのスーパー

マーケットの進出が全国各地で零細小売業の反

発を引き起こして、出店が難しくなったことを

背景としていた（セブン－イレブン・ジャパン

編 1991）。つまりスーパーマーケット業界は、

スーパーマーケット出店においては零細小売店

とのヘゲモニー争いで後退を迫られたものの、

フランチャイズシステムの活用によって、逆に

零細小売店を自分たちの陣営へと取り込んだの

である。
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８　零細小売への規制と商店街の成立

　前節で示したように、零細小売業への保護政

策が、逆説的にもフランチャイズシステムを各

地に広めたわけであるが、こうした保護は、歴

史的に見れば、近代的小売システムに対する畏

怖によって確立されたものであった。

　零細小売業にたいする保護政策はいかに展開

したのか。その嚆矢は、昭和初期の百貨店の台

頭と百貨店法（1937 年）の成立までさかのぼる。

関東大震災を転機とした百貨店の台頭（売場面

積の拡大、商品の大衆化、日用品雑貨マーケッ

トの兼営）は零細小売店を大きく圧迫し、不買

運動、投石運動、愛郷運動などといった零細小

売の抵抗を生み出していた（中西編 1938）。

　一方で、これまでの零細小売は有象無象の人

びとがみだらに参入し、そのため販売方法が前

近代的のままであるとされた。これまでの小売

商は「その多くは新に業を得ることが出来な

い。或は失業した、或は働きの衰へた、第一線

から退いて恩給でも取つて遊んで居るのは困る

から、何か一寸小売商店を始めようといふやう

なものが余程多い」（東洋経済新報社編 1934: 

40-1）。消費の場においては、つねに消費者が

審判の立場にある。だから、消費者が百貨店に

惹きつけられるには、一定程度の根拠を認めざ

るをえないというわけである。しかし何の保護

もないまま零細小売の自助努力を期待しても、

零細小売が凋落するのは火を見るより明らかで

あるし、都市の無業層の受け入れ先としての重

要性を無視するわけにいかない 7。そこで百貨

店と零細小売店の双方ともに生き残ることがで

き、かつ消費者の利益が損なわれないよう、行

政が規制を強化しなければならない、との議論

へと収斂していく。たとえば東洋経済新報社主

催の座談会において次のような発言がおこなわ

れた。

山崎　……組合といふ様な事も勿論必要であ

ります。が、小売商の専門化
0 0 0 0 0 0 0

といふことは、

殊に一層必要だと思ふ。専門店になりますと

これは仲々強い。……又さうなりますと新規

の営業者が出来るやうな場合には、自ら統制

し得ることゝなつて、不確実なものゝ新規開

業を制限するといふことを組合法中に規則を

設けても、決して無理をせずにその目的を達

しうることなると信ずるのであります。更に

これが発展してその専門の店店による商店

街経営といふ風なものゝ地域的結合が出来ま

すれば、それは相当力を有つものと考へられ

るのであります。……今は素人で始めた人も

経験を積んで居る人も雑多に相競つて居る形

で、お客の方から見てこの信用は到底百貨店

の様な大規模な商店に及ばないことは勿論で

ありますが、その店々の特徴をお客さんに充

分に任して戴くことが一向に届いて居りませ

ん。旁々その専門であり又その業に経験のあ

る者といふことをお客さんに認めて戴くこと

になりますならば、これは当然横の百貨街
0 0 0 0 0

と

して相当お客さんを引附けることができよう

と思ふ。（東洋経済新報社編 1934: 28-9; 傍点

と下線は引用者）

　百貨店法の成立でもって、大規模小売店の出

店や営業活動に規制をかけるとともに、零細小

売の側も有象無象の人びとの営業を防ぐべく、

免許制・距離制限の整備を図らねばならない。

そして百貨店に対抗するためにも、町全体をひ

とつの百貨店にするべく、町内の店を団結する
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こと、すなわち「商店街」の結成が必要だとい

うわけである。

　百貨店の存在を引き金として、諸々の主体は

様々な戦略を対立させ、混合させ、重なり合わ

せた。その結果、百貨店／零細小売業／消費者

の外延が引き直され、それぞれの振る舞いと自

／他の関係のありようを合理化する社会的技術

として、百貨店法や商店街が準備された。百貨

店法に代表される行政の調整は、単に主体を規

制したというより、それぞれの主体の合理性を

位置づける意味を持ったのである。

　百貨店の台頭によって零細小売が「商店街」

や「業態組合」によって結合したことは、昭和

30 年代（1950 年代後半から 60 年代前半）の「流

通革命」で生じたスーパーマーケットとの争い

のなかでも一定のヘゲモニーを握る結果を導い

た。スーパーマーケットの増殖は零細小売業の

存在を根底から脅かすというキャンペーンのも

と、商店街振興組合法（1962 年）、中小小売商

業振興法（1973 年）といった零細小売業の保

護政策を促進させ、大規模チェーンに対抗する

「（古き良き）地域の商店街」像を作り出した。「地

域の商店街」も、その一部はメーカーや卸によ

ってチェーン化されていたわけだが、そうした

側面は「（前近代的）商店街 v.s.（近代的）スー

パーマーケット」という二重構造論の枠組みに

よって隠されてしまったわけである。

９　旧い空間を変革するロジック

　零細小売業は、行政の管轄下のもとで、全国

各地で整備された空間（＝商店街）を築き上げ

た。しかし 80 年代半ばから、ロードサイドに

酒・米・電化製品の大規模安売り店が出現し、

零細小売店の疲弊化が進んでいったが、たばこ・

酒といった業態の距離制限は設定されたままで

あった。そうしたなかで、フランチャイズチェ

ーンが、零細小売業のゆるやかな凋落と規制の

残存に目を付けたわけである（セブン－イレブ

ン・ジャパン編 1991）（日本労働研究機構編 

1995）。

　コンビニエンス・ストアが急速に発展した

1980 年代から 90 年代にかけて、全小売店数

はピークであった 1982 年の 170 万店を頂点と

して 2002 年には 130 万店へ、同じく零細小売

店数 8 は 145 万店から 90 万店に減少した（『商

業統計』参照）。零細小売店がフランチャイズ

へと業態変化したことは、何をもたらしたのだ

ろうか？　零細小売店主の独立自営意識（労働

者的権利意識の欠如）が、「近代的経営システ

ム」、「消費者本位」という名のもとでの、長期

間契約 9 と長時間営業（年中無休の 24 時間営

業！）を受け入れさせた。そして零細小売業で

は夫婦労働が前提であったことから、「夫婦で

経営に参加すること」がフランチャイズ加盟の

前提条件となった。フランチャイズ加盟によっ

て、それまでの「商店街」や「業態組合」との

つながりは絶たれ、労働強化や問題ある契約に

さいして防御となる、「横のつながり＝紐帯」

が持てなくなったのである 10。

　その一方で、リスクを各店舗のオーナに分散

したうえで、利潤にロイヤリティをかけるとい

うフランチャイズシステムは、これまでの小

売業ではおよそありえない利潤を産み出して

いる。セブン－イレブンの 2005 年 2 月期業績

予想によれば、全店売上高は 2 兆 4,800 億円

にたいして、セブン－イレブン本体の売上高は

4,860 億円、経常利益は 1,755 億円である。業

界第２位のローソンの 2005 年 2 月期業績予想

も、全店売上高 1 兆 3,480 億円、ローソン単体
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売上高 2,420 億円、経常利益は 410 億円にの

ぼっている。こうした莫大な利益が、「独立自

営意識」の感覚によってもたらされていること

はいうまでもない。

　日本のフランチャイズ経営者は（そしてその

下で働くアルバイトたちも）、ドゥ・ゲイがイ

ギリスの小売業で示したのと同様、徹底的に「個

人化」されている。だがその「個人化」とは、

POS システムといったテクノロジーにくわえ

て、零細小売業の独立自営意識を基盤として生

じたものである。つまり日本におけるフランチ

ャイズは、零細小売という保護された空間を変

革するプログラムとして、人びとの働き方を拘

束しつつあるのだ。

10　おわりに

　冒頭で示したように、いまやフランチャイズ

システムは、日本人の働き方を変革するものと

してイメージされている。たとえば 1997 年に

創刊した『アントレ』（リクルート社）は、フ

ランチャイズ･チェーンの親企業（フランチャ

イザー franchiser）が、個人事業主（フランチ

ャイジー franchisee）を募集する雑誌である。

この雑誌の大半を占める広告の多くは、「組織

に所属する＝雇われる」生き方からの脱皮を読

者にうながしながら、独立起業の夢、「自分が

自分のボスになる」夢を高らかにうたいあげる。

そして、景気に左右されないロー・リスク、ハ

イ・リターンの安心経営と成長著しい新規市場

の開拓にあなたも参入してみませんかと誘いか

ける。そこでは「はたらくこと」と「自分らし

くあること」が重ね合わせられつつも、しかし

用意周到なことに、コンビニのオーナ募集の広

告には、年中無休 24 時間営業と夫婦経営が加

盟条件として添えられているのである。

　こうして広範に拡がりつつあるフランチャイ

ズ契約は、私人同士の自由な契約とみなされて

いる。しかし加盟店側が本部にたいして経済的

従属状態にあることはあまりに明白だろう。本

部以外から商品仕入が禁止されていること、長

時間勤務／長期間契約が前提とされているこ

と、近隣に同じチェーンが出店されても加盟店

側に対抗手段がないことなど、加盟店が従属状

況に置かれている証左はいくらでも挙げること

ができる。

　だが、われわれの心性は、どうしようもなく

「自分が自分のボスになる」夢を抱え込んでし

まっているようである。そのアントレプレナー

の心性が、フランチャイズ・オーナへの道に駆

り立てる。そして哀しいことに、アントレプレ

ナーたちの長時間労働とフリーターたちの低賃

金が、われわれの消費性向にとって「便利な空

間」を可能にし、莫大な無駄とゴミを生み出し

ているのである。

　小泉政権下において公的組織がぞくぞくと民

営へと模様替えをするにあたって、小売業の言

語体系が取り入れられている。こうした小売業

の言説が準備するのは、国民を消費者の感性へ

と誘導することである。そこでの国民は、経済

的な効率性を第一の規準とする人びとであり、

安上がりの公的サービスを求める人びとであ

る。ドゥ・ゲイによれば、アントレプレナーシ

ップによって彩られる社会的領域は学校、病院、

刑務所、政府部局などにまで拡がっているとい

う。これまで効率という物差しで計られること

のなかった組織が企業文化の言語によって運営

されるようになってきたというわけである。そ

れはテッサ・モーリス＝スズキが「市場の社会

的進化」と呼ぶものと対応している（モリス＝
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スズキ 2004）。

　現代の郵政改革は、全国津々浦々に散らばっ

ている空間を単に潰すのではなく、いかにその

空間を改変し、利益を上げるかという関心のも

と、フランチャイズの論理を浸透させようとし

ている。つまり、自らは直接空間を管理しよう

とせず、管理システムのパッケージ（情報シス

テムや賃貸）で利益を得ようとしているのだ。

改革後の郵便局長は、経営責任を負った所
オ ー ナ

有者

として働くことが求められている。所有者であ

る郵便局長は利益を求めるべく、その部下とし

て若
フ リ ー タ ー

年労働者や主婦や外国人たちを雇うであろ

う。むろん正規雇用ではなくフレキシブル労働

力として。だがここで当然ながら出てくる疑問

は、日本のコンビニや郵便局のオーナは、真の

所
オ ー ナ

有者であるのかという問題である。

　われわれは自問しなければならない。ネオリ

ベラリズムという巨大な言葉に惑わされて、小

売業に準拠した「市場の社会的進化」の襞にひ

とつひとつ分け入る分析を怠っていないかと。

この４半世紀にフランチャイズが台頭してきた

ことの意味も含めて、解くべき問題の多くが残

されたままである。多少の問題はあるものの、

ドゥ・ゲイの書物は、われわれのこれからの作

業にとって、水先案内人の位置を占めていると

いってよいはずだ。

注
1 平成 16 年９月 10 日に閣議決定された「郵政民

営化の基本方針」によれば、民営化後の窓口ネッ

トワーク会社の業務内容の柱は大きく３つを予定

している。①郵便、郵便貯金、郵便保険の各事業

会社から窓口業務の受託。②地方公共団体の特定

事務、年金・恩給・公共料金の受払などの公共的

業務、福祉的サービスなど地方自治体との協力など

の業務受託。③民間金融機関からの業務受託の他、

小売サービス、旅行代理店サービス、チケットオフ

ィスサービスの提供、介護サービスやケアプランナ

ーの仲介サービスなど地域と密着した幅広い事業分

野への進出。民営化後の郵便局は以上の業務を通じ

て、「ワンストップ・コンビニエンス・オフィス」

として、地域密着型のサービスを提供すると謳われ

ている。

2 日本でも経営コンサルタントである大前研一が翻

訳してベストセラーになっている。この書物が出版

されたころ、日本的経営がもてはやされたことは有

名であるが、QC サークル、ジャスト・イン・タイム、

提案箱などといった日本的経営の特徴が、エクセレ

ント経営思想の成立にいかなる影響を与えたのかと

いう興味深い問題が残されているように感じる。

3 それは以下のとおりである。①行動の重視 a bias 

for action ②顧客に密着する close to the customer ③

自主性と起業家精神autonomy and entrepreneurship 

④ひとを通じての生産性向上 productivity through 

people ⑤価値観に基づく実践hands-on, value driven 

⑥基軸から離れない stick to the knitting ⑦単純な

組織・小さな本社 simple form, lean staff ⑧厳しさ

と穏やかさの両面を同時に持つ simultaneous loose-

tight properties（Peters & Waterman 1982 ＝ 1983: 

46-9）

4 企業の内部にもアントレプレナーシップを適用

する考え方を、ドゥ・ゲイは「intraprenneurial / 

post-entrepreneurial revolution」と呼んでいる。（du 

Gay 1996: 62）

5 ここでいう合理性をフーコーを引いて説明する

ならば、「諸制度に結実し、諸個人の行動に意味を

与え、物事の知覚と評価のための読解格子として

役立つ」一連の “プログラム” であり、「その効果

は自分自身と他者を「方向づけ」、「統治し」、「導
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く」際に真と偽を分割する」効果を持つものである

（Foucault 1980 ＝ 2001: 174-5）。

6 その証左に、フランチャイズ契約などの問題を

取り扱う、全国 FC 加盟店協会の参加事業者数は約

350 程度である。（ちなみにセブン－イレブンの店

舗数は１万店を超えている）。

7 第１回国勢調査（1920 年）から第２回国勢調査

（1930 年）のあいだに有業者が約 235 万人増加し

ているが、このうち 72.8％が商業部門に、24.3％

が工業部門に、23.9％が公務自由業に吸収されてい

る。こうした情報をもとにして、産業予備軍の吸収

先としての零細小売が注目された。（東洋経済新報

社編 1934: 95）

8 ここでいう零細小売店とは、従業員４人以下の店

舗のことを指す。

9 フランチャイズの代表格であるコンビニエンスス

トアはほぼ例外なく、加入要件として、長期間の契

約と、夫婦が経営に参加できることを掲げている。

たとえば、セブン－イレブンの A タイプオーナー

契約条件は次のとおりである。加盟資格：夫婦で経

営に専念できる 50 歳以下の方。経営形態：独立の

事業者。契約期間：15 年。

10 フランチャイズ加盟者は、それまでの紐帯と切り

離されているだけでない。フランチャイズチェーン

研究センター（2005）によれば、フランチャイズ

本部は、フランチャイズ加盟店同士が連絡を取り合

うことにたいして妨害することがあるという。本部

側は、加盟店同士が情報を交流し、フランチャイズ

の問題を共有することに、恐れをなしていると推測

できる。
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